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Amazon、2022年の日本への投資総額は 1.2兆円以上 

働く機会の創出効果は全国で 17万 5000人と試算 

～日本の販売事業者様の平均売上高は前年比 20％増となる 1,200万円超を達成～ 

 

Amazon（所在地：東京都目黒区）は本日 11 月 14 日（火）、2022 年における日本経済や社会への貢献

について発表しました。2022 年の単年で、Amazon は日本へ 1.2 兆円以上の直接投資を行いました。これは、

2010 年から 2022 年までの期間の総投資額 6 兆円超の約 20％に相当します。この中には、設備投資

（フルフィルメントセンター、デリバリーステーション、データセンターなどのインフラ整備を含む投資）と、

営業費用（社員の給与等）の双方が含まれています。Amazon による日本への投資は、価値ある

ソリューションを創造しながらお客様に喜ばれるサービスを提供し、日本のビジネスと地域社会の成長

を後押しするという継続的な取り組みです。 

 

Amazonは、お客様により迅速かつ利便性の高いショッピング体験を提供するため、物流への投資を加速

させています。2022 年に、Amazon は兵庫県尼崎市、神奈川県相模原市、埼玉県狭山市に商品の保管、

ピッキング、梱包を行うフルフィルメントセンターを開設し、これにより販売事業者様向けの商品保管

容量が増大し、お買い物を楽しむお客様により幅広い商品をご提供できるようになりました。また、

2022 年は沖縄県豊見城市、青森県八戸市、高知県高知市などを含む 18 の配送拠点を開設しました。

国内で配送網を拡充すると同時に、地域の中小企業の販売事業者様が事務所の空きスペースと隙間時間

を活用してAmazonの商品を配送し、副収入を得ることができる新しい独自の配送プログラム「Amazon 

Hub デリバリー」も開始しました。これらの投資により、ほぼ全国各地のお客様に何百万点もの商品を

同日、または翌日にお届けできるようになりました。 

 

アマゾン ウェブ サービス（AWS）は、日本のデジタルトランスフォーメーション（DX）を後押しし、

持続可能な経済成長を加速させることにコミットしています。2011 年に東京に AWS アジアパシフィック

（東京）リージョン（データセンター群）を開設。そして 2021年にはAWSアジアパシフィック（大阪）リージョンをスタン

ダードな AWS リージョンへと拡大しました。これら 2つのリージョンに継続的に投資することで、日本のお客様は

より低遅延に AWS クラウドにアクセスし、耐障害性、復元性、可用性を高めながら ITシステムを設計することが

可能となりました。 

 

Amazon の日本における 2022 年の直接雇用数（フルタイム）は約 12,000 人です。また Amazon の日本

への投資は地域経済へ波及効果をもたらし、全国で間接的に働く機会も創出しています。2022 年には、

Amazon以外で 175,000人以上 （推計値） の働く機会をもたらしました。この数には、例えば物流拠点や

クラウド等のインフラ設備に必要となる地元の建設業や専門のサービス業者、メンテナンス等に携わる

人々の働く機会などが含まれています。 

 

中小企業は地域社会の中核であり日本経済の柱です。Amazon では、約 14 万社の日本各地の販売事業者

様が商品を販売しており、その多くは中小企業です。Amazonは、新しい、または改良されたさまざまな

ツール、サービス、プログラムの提供を通じて、販売事業者様の事業成長を応援しています。2022 年に、

日本の販売事業者様は Amazon で数億点の商品を販売し、販売事業者様の平均売上高は前年比約 20%増

の 1,200万円以上でした。また 4,000社以上の日本の販売事業者様が海外で 5,500万点以上の商品を販売

し、その販売個数は 2021年と比較して約 30%以上、増加しました。 
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日本政策総研 理事長・取締役 若生 幸也氏は以下のようにコメントしています。 

「Amazonはこれまで新たな価値と市場を作り出し、今ではなくてはならない存在になっています。それ

は利用者が日々の暮らしで実感しているでしょう。2010 年以降の総投資額 6 兆円超の大きさもさること

ながら、2022年単年で 1.2兆円以上と投資を著しく拡大させていることの社会経済的インパクトは大きく、

また、4,000 社以上の販売事業者が海外販路拡大を通じた取り組みで出荷数増加を実現していることは

事業者のビジネス変革に寄与していると考えます。今後は地域中小企業の海外販路拡大や商品自体の磨き

上げ、新技術の活用による地域経済活性化など社会課題解決に向け、深く日本に根付いた取り組みを期待

します」 

 

アマゾンジャパン 社長 ジャスパー・チャンは以下のようにコメントしています。 

「Amazon は 2000 年に日本での事業を開始して以来、日本への投資を継続し、お客様、販売事業者様、

パートナー企業様のご支援のもと成長を続けてきました。Amazonの日本への投資が日本全国での新たな

経済機会の創出に貢献できたことを大変嬉しく思います。直接雇用、間接雇用に関係なく、また生み出さ

れた働く機会が大都市、あるいは小規模な町であっても、全ての働く機会は、Amazon による日本社会

へのポジティブな変革の証と言えます。Amazon は、日本経済の成長と発展に貢献できたことを誇りに

思うとともに、今後も引き続き、人々のより良い生活にお役に立てるよう取り組んでまいります」 

 

Amazonについて 

Amazon は 4 つの理念を指針としています。お客様を起点にすること、創造への情熱、優れた運営へのこだわり、そして長

期的な発想です。Amazon は、地球上で最もお客様を大切にする企業、そして地球上で最高の雇用主となり、地球上で最も

安全な職場を提供することを目指しています。カスタマーレビュー、1-Click 注文、パーソナライズされたおすすめ商品機能、

Amazonプライム、フルフィルメント by Amazon（FBA）、アマゾン ウェブ サービス（AWS）、Kindle ダイレクト・パブリッ

シング、Kindle、Career Choice、Fire タブレット、Fire TV、Amazon Echo、Alexa、Just Walk Out technology、Amazon 

Studios、気候変動対策に関する誓約（The Climate Pledge）などは、Amazonが先駆けて提供している商品やサービス、

取り組みです。 Amazon について詳しくは Amazon Newsroom (http://amazon-press.jp)および Amazon ブログ 

(http://blog.aboutamazon.jp)から。 
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